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連　結　注　記　表
（連結計算書類作成のための基本となる重要な事項に関する注記）

１．連結の範囲に関する事項

 連結子会社の数　　 2社

 　　連結子会社の名称

　　 　　感動（上海）商業有限公司

　　　　 株式会社アクシス

２．持分法の適用に関する事項

 該当事項はありません。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項

連結子会社のうち、感動（上海）商業有限公司の決算日は12月31日、株式会社アクシスの

決算日は８月31日であります。

連結計算書類の作成に当たって、連結子会社の決算日と連結決算日との差が３か月を超え

る場合においては、連結決算日現在で実施した仮決算に基づく計算書類を使用しております。

また、連結子会社の決算日と連結決算日との差異が３か月を超えない場合においては、当

該連結子会社の決算日現在の計算書類を使用し、連結決算日との間に生じた重要な取引につ

いては、連結上必要な調整を行っております。

４．会計方針に関する事項

(１) 重要な資産の評価基準及び評価方法

①　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　連結会計年度末の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　移動平均法による原価法

②　デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ　　　　　　　時価法

－ 1 －



③　たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

本部在庫品　　　　　　　総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

店舗在庫品　　　　　　　売価還元法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

(２) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産　　　　定率法による減価償却を実施しております。ただし、平成10

年４月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

平成28年４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法にて実施しております。なお、主な耐用年数は

次のとおりであります。

・建物　　　　　　　　　　　３年～24年

・工具、器具及び備品　　　　３年～８年

②　無形固定資産

商標権　　　　　　　定額法(10年）によっております。

ソフトウエア（自社利用）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によって

おります。

③　長期前払費用　　　　定額法によっております。

(３) 引当金の計上基準

①　貸倒引当金　　　　　売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上してお

ります。

　　②　投資損失引当金　　　市場価格のない有価証券に対し、将来発生する可能性のある

損失に備えるため、必要と認められる額を計上しております。

(４) 退職給付に係る会計処理の方法

　　①　退職給付見込額の期間帰属方法

　　　　退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰

　　　属させる方法については、給付算定式基準によっております。

　　②　数理計算上の差異の費用処理方法

　　　　数理計算上の差異については翌連結会計年度において一括して費用処理することと

　　　しております。

(５) 外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しております。なお、在外子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用

は、連結決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為

替換算調整勘定に含めて計上しております。
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(６) ヘッジ会計の方法

①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当

処理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・為替予約

ヘッジ対象・・・外貨建予定取引

③　ヘッジ方針

為替予約は、輸入仕入等に係る為替変動リスクをヘッジする目的で外貨建予定取引

の決済に必要な範囲内で行っております。

④　ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の間に高い相関関係があることを確認し、有効

性の評価としています。なお、ヘッジ手段の取引内容とヘッジ対象に関する重要な条

件が同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継続して為替変動又はキャッシュ・

フロー変動を完全に相殺するものと想定することができる場合には、ヘッジの有効性

の判定は省略しております。

(７) 負ののれんの償却方法及び償却期間に関する事項

負ののれんの償却については、20年間の定額法により償却を行っております。

(８) 消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（会計方針の変更）
　該当事項はありません。

（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当連結会計年度から適用しております。
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（連結貸借対照表に関する注記）

有形固定資産の減価償却累計額 6,059,569千円

有形固定資産の減損損失累計額 1,460,642千円

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度
期首株式数(株)

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度
末 株 式 数 ( 株 )

発 行 済 株 式

普 通 株 式 16,770,200 ― ― 16,770,200

合 計 16,770,200 ― ― 16,770,200

自 己 株 式

普 通 株 式 857,300 ― ― 857,300

合 計 857,300 ― ― 857,300

２．配当に関する事項

(１) 配当金支払額等

決 議 株 式 の 種 類
配 当 金 の 総 額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成29年２月24日
定時株主総会

普 通 株 式 159,129 10.0
平成28年
11月30日

平成29年
２月27日

平成29年７月14日
取締役会

普 通 株 式 135,259 8.5
平成29年
５月31日

平成29年
８月25日

（注）平成29年２月24日定時株主総会決議における１株当たり配当額には、記念配当２円50銭を

含んでおります。

(２) 基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度にな

るもの

付 議 株式の種類
配 当 金 の

総 額 ( 千 円 )
配当の
原 資

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効力発生日

平成30年２月23日
定時株主総会

普 通 株 式 135,259
利 益
剰余金

8.5
平成29年
11月30日

平成30年
2月26日
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

(1）金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用について安全性、流動性を考慮した運用を行っております。資金調達に

ついては、必要に応じ運転資金及び設備投資資金をその使途とし、金融機関等で極度額

3,900,000千円の当座貸越契約等を締結しております。

　デリバティブは、後述するリスクを回避するために利用しており、投機的な取引は行わな

い方針であります。

(2）金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である売掛金及び未収入金については、顧客の信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、主として株式であり、市場価格の変動リスクに晒されております。敷金

及び保証金は主として店舗の賃借に伴い発生する差入保証金であり、差入先の信用リスクに

晒されております。

　買掛金及び電子記録債務については、商品の仕入先に対する営業債務であり、一部の輸入

取引に伴う外貨建てのものは為替リスクに晒されております。

(3）金融商品に係るリスク管理体制

　営業債権である売掛金及び未収入金については、残高状況を定期的にモニタリングし

取引相手ごとに管理しております。

　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、

財務状況や市況を勘案し、保有状況を継続的に見直しております。敷金及び保証金について

は、差入先の状況を定期的にモニタリングし取引相手ごとに残高を管理しております。

　買掛金及び電子記録債務については、商品の仕入先に対する営業債務であり、商品の輸入

に伴う外貨建てのものは、一定の割合でデリバティブ取引（為替予約）を利用して為替リス

クをヘッジしております。

　デリバティブ取引の執行・管理については、取引権限及び取引限度額等を定めた管理規程

等に従い、担当部署が決裁担当者の承認を得て行っております。

(4）金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価格のほか、市場価格がない場合には合理的に算

定された価格が含まれております。当該価格の算定においては変動要因を織り込んでいるた

め、異なる前提条件等を採用することにより、当該価格が変動することがあります。
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２．金融商品の時価等に関する事項

　平成29年11月30日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次

のとおりであります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれて

おりません。

連結貸借対照表計上額

（千円）※１
時価（千円）※１ 差額（千円）

(１）現金及び預金 3,354,056 3,354,056 　―

(２）売掛金 482,730

貸倒引当金　※２ △3,707

479,022 479,022 　―

(３）未収入金 1,707,935

貸倒引当金　※２ △13,117

1,694,817 1,694,817 　―

(４）フランチャイズ未収金 6,864

貸倒引当金　※２ △52

6,811 6,811 　―

(５）敷金及び保証金 5,046,942

貸倒引当金　※２ △4,649

5,042,292 4,657,354 △384,938

(６）買掛金 (3,750,390) (3,750,390) 　―

(７）電子記録債務 (3,793,621) (3,793,621) ―

(８）未払金 (534,022) (534,022) 　―

(９）フランチャイズ未払金 (47,969) (47,969) 　―

(10）未払法人税等 (460,060) (460,060) 　―

　※１　負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

　※２　個別に計上している貸倒引当金を控除しております。
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 (注）金融商品の時価の算定方法及び有価証券に関する事項

（１）現金及び預金、（２）売掛金、（３）未収入金、（４）フランチャイズ未収金

　これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

　　（５）敷金及び保証金

　各契約ごとに、その将来キャッシュ・フローを国債の利回り等適切な指標の利率で割り

引いた現在価値を時価にしております。

（６）買掛金、（７）電子記録債務、（８）未払金、（９）フランチャイズ未払金、

（10）未払法人税等

　これらは短期間に決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿

価額によっております。

３．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　区分
連結貸借対照表計上額

（千円）

　非上場株式 140,000

（１株当たり情報に関する注記）

　　　１．１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　740円56銭

　　　２．１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　 63円49銭

（重要な後発事象に関する注記）

　該当事項はありません。
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個　別　注　記　表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１．資産の評価基準及び評価方法

(１）有価証券の評価基準及び評価方法

関係会社株式　　　　　　　　　移動平均法による原価法

その他有価証券

時価のあるもの　　　　　　　事業年度末の市場価格等による時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

時価のないもの　　　　　　　移動平均法による原価法

(２) デリバティブの評価基準及び評価方法

デリバティブ　　　　　　　　　時価法

(３) たな卸資産の評価基準及び評価方法

商品

本部在庫品　　　　　　　　　総平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

店舗在庫品　　　　　　　　　売価還元法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切

下げの方法により算定）

２．固定資産の減価償却の方法

(１) 有形固定資産　　　 定率法による減価償却を実施しております。ただし、平成10年４

月１日以後に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに平成28年

４月１日以後に取得した建物附属設備及び構築物については、定額

法にて実施しております。

　なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

・建物　　　　　　　　　　　　３年～24年

・工具、器具及び備品　　　　　３年～８年

(２) 無形固定資産

商標権　　　　　　 定額法（10年）によっております。

ソフトウエア（自社利用）

社内における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっており

ます。

(３) 長期前払費用　　　 定額法によっております。

３．引当金の計上基準

(１) 貸倒引当金　　　　 売上債権及び貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別

に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。
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(２) 退職給付引当金　　 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付

債務の見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認め

られる額を計上しております。なお、数理計算上の差異については、

翌事業年度において一括して費用処理することとしております。ま

た、未認識数理計算上の差異の会計処理の方法は、連結計算書類に

おける会計処理方法と異なっております。

(３) 投資損失引当金　　 市場価格のない有価証券に対し、将来発生する可能性のある損失

に備えるため、必要と認められる額を計上しております。

４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

　外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として

処理しております。

５．ヘッジ会計の方法

(１) ヘッジ会計の方法

　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処

理の要件を充たしている場合には振当処理を採用しております。

(２) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段・・・為替予約

ヘッジ対象・・・外貨建予定取引

(３) ヘッジ方針

　為替予約は、輸入仕入等に係る為替変動リスクをヘッジする目的で外貨建予定取引の

決済に必要な範囲内で行っております。

(４) ヘッジ有効性評価の方法

　ヘッジ対象の相場変動とヘッジ手段の間に高い相関関係があることを確認し、有効性

の評価としています。なお、ヘッジ手段の取引内容とヘッジ対象に関する重要な条件が

同一であり、かつ、ヘッジ開始時及びその後も継続して為替変動又はキャッシュ・フロ

ー変動を完全に相殺するものと想定することができる場合には、ヘッジの有効性の判定

は省略しております。

６．消費税等の会計処理方法

消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

（会計方針の変更）
　該当事項はありません。

（追加情報）
（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28

年３月28日）を当事業年度から適用しております。
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（貸借対照表に関する注記）
１．有形固定資産の減価償却累計額 5,974,698千円

有形固定資産の減損損失累計額 1,458,544千円

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務（区分表示したものを除く）

短期金銭債権 58,856千円

（損益計算書に関する注記）
関係会社との取引高

営業取引による取引高

 仕入高 2,663,535千円

営業取引以外の取引による取引高 19,430千円

（株主資本等変動計算書に関する注記）
自己株式の種類及び株式数に関する事項

株式の種類
当事業年度期首
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

当事業年度末
株式数（株）

普 通 株 式 　857,300 　－ 　－ 　857,300
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（税効果会計に関する注記）
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

未払事業税損金不算入額 48,458千円

未払事業所税損金不算入額 25,059

未払賞与損金不算入額 58,446

未払社会保険料損金不算入額 8,244

商品評価損 4,391

退職給付引当金繰入限度超過額 435,845

貸倒引当金繰入超過額 10,009

貸倒損失 37,872

減損損失 272,591

関係会社出資金評価損 54,996

投資損失引当金 7,961

資産除去債務 327,058

その他 13,276

小計 1,304,212千円

評価性引当額 △7,961千円

繰延税金資産　合計 1,296,251千円

繰延税金負債

資産除去債務に対応する除去費用 △143,127千円

その他 △139

繰延税金負債　合計 △143,266千円

繰延税金資産（負債）の純額 1,152,984千円

繰延税金資産（流動）の純額 155,111千円

繰延税金資産（固定）の純額 997,872千円

繰延税金資産合計 1,152,984千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主な内訳

法定実効税率 30.9%

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目 1.3%

住民税均等割 14.0%

法人税特別控除額 △0.5%

その他 0.3%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.9%
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（１株当たり情報に関する注記）

　　　１．１株当たり純資産額　　　　　　　　　　　750円52銭

　　　２．１株当たり当期純利益　　　　　　　　　　 51円27銭

（重要な後発事象に関する注記）

    該当事項はありません。
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